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資料１ 

公的機関等における経済・物価見通しと賃金動向について 

 

１ 経済財政運営と改革の基本方針（令和８年７月２８日 閣議決定） 

  令和８年６月３０日に発表された原案における最低賃金の考え方については、閣議決

定された同方針においても引き続き維持された。最低賃金の引上げに向けては、「労働

供給制約社会における中堅・中小企業の『稼ぐ力』強化戦略」※に基づき、政府として

必要な予算を確保し、従来よりも力強い支援を安定的かつ切れ目なく行う考えが新たに

示された。 

 

  ※令和８年６月２４日に中小企業庁が公表したものであり、人手不足が常態化する社

会において、中堅・中小企業が一人当たりの生産性や付加価値を高め、「稼ぐ力」を

強化することで、持続的な成長と賃上げの実現を目指す政策方針。 

 

 

   

内閣府「経済財政運営と改革の基本方針 2026」から一部抜粋 



２ 日本銀行（日銀）における経済・物価の見通し（令和８年８月３日 公表） 

 令和８年７月の「経済・物価情勢の展望」では、４月時点と同様に、原油価格上昇が当

面の景気下押し要因となるものの、ＡＩ関連需要の拡大や政府の各種施策等に支えられ、

景気は緩やかな成長を維持するとの見通しが示された。 

物価については、賃金上昇に加え、ＡＩ関連需要の拡大や円安の影響もあり、令和８年

度後半以降は２％を上回る水準まで上昇率が高まると見込まれている。一方、政府による

電気・ガス料金負担軽減策の影響から、令和８年度の物価見通し４月時点から下方修正さ

れた。日本銀行は、中東情勢やＡＩ関連需要、為替動向を注視しつつ、物価上昇率が２％

を上回って推移するリスクに留意する必要があるとしている。 

 

３ 春季生活闘争（春闘）（令和８年７月１６日 公表） 

平均賃金方式による賃上げ率が５．０１％となり、令和６年以降３年連続で５％を超え

る高水準となったことから、「賃上げノルム」が形成されつつあるとの認識が示された。 

また、中小組合の賃上げ率は４．６９％となり、格差是正にも一定の前進がみられたと

している。一方で、実質賃金の持続的な上昇に向けては、中小企業への賃上げ波及や価格

転嫁の取組がなお重要であるとしている。 

 

４ 中央最低賃金審議会（令和８年７月２８日 厚生労働省 公表） 

 中央最低賃金審議会は、令和８年６月２６日の厚生労働省からの令和８年度地域別最低

賃金額改定の目安について、中央最低賃金審議会へ諮問を行い、同年７月２８日に同審議

会による答申を行った。答申では、労働者側が全国加重平均額１，１２１円に対して７５

円（６．７％）の引上げを求めたのに対し、中央最低賃金審議会は改定の目安として５５

円（４．９％）の引上げを示した。ランクごとの目安は以下のとおりである。 

 
 

なお、目安どおり改定された場合の全国加重平均額は１，１７６円となり、上昇額は５

５円（昨年度は６６ 円）、引上げ率に換算すると４．９％（昨年度は６．３％）となる。   

厚生労働省プレスリリースから抜粋 



 

５ 東京地方最低賃金審議会（令和８年８月５日 厚生労働省 東京労働局 公表） 

 東京地方最低賃金審議会は令和８年８月５日、東京都最低賃金を現行１，２２６円から

５４円引き上げ、時間額１，２８０円（引上げ率に換算すると約４．４％）とする旨の答

申を行った。引上げ額は中央最低賃金審議会が示したＡランクの目安額と同額であり、発

効日は法定どおりとされた。 

あわせて、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げを行うためには、価格転嫁対策の

徹底や生産性向上支援、各種助成金の拡充など、賃上げを支える環境整備が重要であると

して政府への要望が付された。 

 過去１０年間の改正状況 

    

厚生労働省 東京労働局プレスリリースから抜粋 



令和９年度労働報酬下限額の事務局案について

１ 工事請負契約

（１） 労働報酬等下限額設定に当たっての考え方
工事又は製造請負契約のうち、予定価格が二百万円を超えるものについては、港区公契約条例第８条第１号に

定める事項を勘案して、労働報酬下限額の設定を行う。

（根拠法令）港区公契約条例第８条第１号
第八条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものその他の事情を

勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。
第二条第三号イに掲げる特定公契約に係る業務に従事する特定労働者等 農林水産省及び国土交

通省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価

（２）港区の算定方法
これまでも港区では「港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する

要綱」（以下「要項」という。）に基づき、東京都の職種別公共工事設計労務単価を算定の基準としており、

条例を先行して施行している他自治体においても、東京都の職種別公共工事設計労務単価に基づき設定して
いることを勘案し、条例制定後においても、引き続き、東京都の職種別公共工事設計労務単価を算定の基準

とすることが適当と考える。

（３）事務局案
ア 熟練労働者・一人親方
（ア）単価が設定されている職種

港区ではこれまで、東京都の職種別公共工事設計労務単価に９２％乗じることを要綱で定めている。
公共工事における技術者不足や物価変動が激しい昨今の社会情勢を踏まえ、以下の算定が望ましい

と考える。

令和９年度（令和９年２月発表見込み）の東京都の職種別公共工事設計労務単価に９２％を乗じ、
８で除した額

（イ）単価が設定されていない職種
未設定職種単価の取扱いは自治体ごとに異なり、単価設定しない例や類似職種の単価を準用する例、

または、前年度の当該職種の労働報酬下限額に、他職種の平均上昇率を反映して算出する例もあり、港
区ではこれまで、他職種の平均上昇率を反映して算出する方式を採用している。

直近５年間の未設定職種は表１のとおりであり、類似職種を準用する自治体では、「建具工」は「内
装工」、「建築ブロック工」は「石工」を準用する例が多い。一部の区（台東区や新宿区等）ではこれ
らに加え、「タイル工」及び「屋根ふき工」についても準用職種を設定している。

（表１）

港区の令和８年度の最低賃金水準額において、具体の金額を比較した結果は以下のとおりである。

（表２）

類似職種による準用及び他職種の平均上昇率を反映して算出することは、実体との乖離を招く原因に

なるため、港区においては、設定のない単価については、無理に設定する必要はないと考える。

イ 上記ア以外の労働者（特定労働者等の合意の下、見習い・手元等の労働者と使用者が判断する者、
年金等の受給のために賃金を調整している労働者）

「軽作業員」の単価を基準額とし、その基準額に７０％を乗じ、８で除した額
※上記を令和８年度適用とした場合の金額：１，６３６円

※ア及びイのいずれの場合においても、計算の都度１円未満の端数は四捨五入するものとする。

参考資料： 第一回港区労働報酬等審議会

令和８年度における港区の労働報酬下限額（１時間当たり）

条例先行区の状況

資料２



（１） 労働報酬等下限額設定に当たっての考え方
工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約のうち、予定価格が百万円を超えるものであって、区規則で定めるものについては、港区公契約条例第８条第２号に

定める事項を勘案して、労働報酬下限額の設定を行う。

（根拠法令） 港区公契約条例第８条第２号
第八条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものその他の事情を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。

①最低賃金法第九条第一項に規定する地域別最低賃金 ②公共職業安定所が公表する職種別の賃金等に係る統計
③上記のほか、公的機関が定める労働報酬下限額の決定に資する基準

２ 業務委託契約及び指定管理協定

（２）港区の算定方法
令和８年度適用の最低賃金額を基準額として、労働報酬下限額の検討を行った。算定結果は下表のとおりである。

※表中の金額は、右上に記載する【各案の算定に係る計算等】で生じた１円未満の端数を四捨五入した後、１の位を切り上げて算出。

例）案１の場合における一般作業・一般事務の金額
・1,570円＋（1,570円×3.45％）＝1，624.1円 → 四捨五入 → 1,624円 →１の位切上げ →1,630円

（３）事務局案

各案で算定した金額の他、令和８年度の最低賃金改定について
は、中央最低賃金審議会において、労働者側が全国加重平均額１，

１２１円に対し７５円（６．７％）の引上げを求めたのに対し、
５５円（４．９％）の引上げを目安として示した。また、東京都

が属するＡランクについては５４円の引上げが目安とされた。
これを受けて、東京地方最低賃金審議会では、東京都最低賃金

を１，２２６円から５４円引き上げ、１，２８０円（４．４％
増）とする答申を行っている。
このように、国及び東京都においては、概ね４～５％程度の引

上げ水準が示されている。
一方で、最低賃金額改定の目安に関する公益委員見解において

は、賃金決定の考慮要素として、特別区や政令指定都市において
は、地域別最低賃金を考慮する割合は低く、職務や経験年数等を
重視しているデータがある。

国・東京都における最低賃金改定の動向および特別区の賃金決
定の考慮要素等を総合的に勘案し、港区の令和９年度の労働報酬

下限額においては、令和７年１０月から適用の最低賃金上昇率
（５．４２％）を加味した案４が適当であると判断した。

 なお、計算過程で生じた端数の四捨五入後、１の位を切り上げ
て算出しているため、実質、約５．７３％の増となる。

令和９年度労働報酬下限額の事務局案について

【各案の算定に係る計算等】
令和８年度適用の最低賃金水準額に、各指標に基づく上昇率を反
映した係数を乗じて算出。

案１：ハローワークが示す対象職種の平均賃金上昇率（3.45％）
案２：春闘で公表された東京都の賃上げ率（4.82％）
案３：春闘で公表された全国の賃上げ率（5.01％）
案４：令和７年10月適用の東京都最低賃金上昇率（5.42％）
案５：令和８年10月適用想定の東京都最低賃金上昇率（4.40％）
案６：条例先行自治体における令和７年度から令和８年度までの
平均上昇率（10.79％）

また、港区外に所在する施設の指定管理協定については、下記の

取扱いが適当と判断した。

当該施設が所在する県の最低賃金法に規定する地域別最低賃金額

に、東京都の最低賃金に対する指定管理協定の労働報酬下限額と
して定めた額の増加率を乗じて得た額。

【区外所在施設】

資料２
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１ 港区公契約条例の背景と経緯 

  港区では、業務等の適正な執行及び安全かつ良質で安定的な公共サービスの確保を

図ることを目的として、平成 27 年に「港区が発注する契約に係る業務に従事する労働

者等の労働環境確保の促進に関する要綱」（以下「要綱」という。）を制定しました。 

要綱に基づき、平成 28 年度以降に締結する工事請負契約及び長期継続契約を対象と

して、区独自の労働報酬下限額を適用するとともに、受注者に対し確認用資料の提出

を求めるなど、労働環境の確保に取り組み、公契約の適正な履行と公共サービスの品

質向上に努めてきました。 

一方、近年は建設業をはじめとする様々な分野で担い手不足が深刻化しており、公

共工事や公共サービスを将来にわたり安定的に提供していくためには、労働者等の適

正な賃金水準の確保や労働環境の向上、ダンピング受注の防止など、これまでの取組

をさらに充実させる必要性が高まっています。 

こうした状況を踏まえ、港区では先行自治体の取組状況の調査・研究や庁内での検

討を重ねるとともに、「港区公契約条例検討委員会」における審議、関係団体等との意

見交換及び令和７年９月から 10 月に実施したパブリックコメントで寄せられたご意

見を踏まえ、港区公契約条例（以下「条例」という。）案を作成しました。 

本条例は、令和８年第１回港区議会定例会で可決され、令和８年３月 23 日に公布さ

れました。令和９年４月１日の本格施行に向け、令和８年４月１日から一部施行して

います。 

 

２ 本手引について 

本手引きは、条例及び港区公契約条例施行規則（以下「規則」という。）の施行に伴

い、本条例の目的や趣旨をわかりやすく解説し、特に事業者の皆さまに対しては、受

注にあたっての遵守事項や事務手続きについて解説することを目的に作成しました。 

なお、必要に応じて今後も順次改定してまいります。 

 

３ 条例の目的 

  この条例は、港区における公契約に関し、基本的事項を定めることにより、公契約

の適正な履行及び品質の確保を図るとともに、その業務に従事する労働者等の適正な

労働環境及び賃金水準の確保、事業者の健全な経営環境の整備並びにダンピング受注

の防止を推進し、安全かつ良質で安定的な公共サービスの提供並びに区民福祉の向上

及び地域経済の活性化に寄与することを目的としています。 

  

Ⅰ 条例制定の背景・経緯 
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４ 用語の定義 

  条例及びこの手引きにおける用語の定義は、以下のとおりです。 

項 用語 定義 

１ 公契約  区が締結するすべての契約（指定管理協定含む）  

２ 受注者 区と公契約を締結する者  

３ 特定公契約 

次に掲げる公契約 

（１）工事又は製造の請負契約のうち予定価格が 200万円を

超えるもの 

（２）工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約のう

ち予定価格が 100 万円を超えるものであって、規則で

定めるもの 

（３）指定管理協定 

４ 特定受注者 区と特定公契約を締結する者 

５ 特定受注関係者 

次に掲げる者 

（１）区以外の者から特定公契約に係る業務の一部を請負、 

   又は受託する者 

（２）労働者派遣事業として、特定受注者又は前号に掲げる

者に労働者を派遣する者 

６ 特定労働者等 

次に掲げる者 

（１）特定受注者又は特定受注関係者に雇用され、専ら特定

公契約に係る業務に従事する労働者（労働基準法第９

条に規定する労働者） 

（２）労働者を派遣する者が雇用する派遣労働者であって、 

専ら特定公契約に係る業務に従事するもの 

（３）特定受注者又は特定受注関係者との契約により特定公

契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者で

あって、当該業務を他の者を使用しないで行うもの 

   （いわゆる一人親方） 

７ 労働報酬 

特定公契約に係る労務の対価であって、次に掲げるもの 

（１）労働者又は派遣労働者がその雇用する者から得る賃金 

（２）自らの労務の対価を得るため、区以外の者から特定公 

契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者が 

当該請負契約又は業務委託契約により得る収入 

８ 労働報酬下限額 

公契約に従事する特定労働者等に対し、特定受注者及び特定

受注関係者が支払う報酬で、区長が定める１時間あたりの賃

金の下限額 
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参考：特定受注者及び特定受注関係者の範囲 

   
 

 

５ 基本方針 

港区における公契約に係る基本的な方針は、次のとおりです。 

(１) 公契約において適正な履行及び良好な品質を確保すること。 

(２) 公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。 

(３) 談合その他の不正行為を排除すること。 

(４) 区内の事業者の受注機会の確保を図り、地域経済の活性化に資するよう努めること。 

(５) 労働者等の適正な労働条件の確保及び向上その他の労働環境の整備に配慮するこ 

と。 

(６) 区と受注者との対等な関係に基づき公契約に係る制度を適正に運用すること。 
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１ 特定公契約の対象となる契約 

特定公契約の対象は、令和９年４月１日以後に締結する特定公契約のうち、以下に

掲げる予定価格や業務内容によって定めます。 

契約方法（制限付一般競争入札、指名競争入札、随意契約）の別を問わず対象とな

ります。予定価格は、税込み（消費税及び地方消費税相当額）の金額です。 

なお、契約書（指定管理協定の場合は、基本協定書）には、港区公契約条例適用特

約条項（３５頁 資料７参照）を綴ることになります。 

特定公契約 

の種類 
適用範囲 

工事又は製造

の請負契約 
 予定価格２００万円超の契約 

工事及び製造

以外の請負契

約並びに業務

委託契約 

予定価格１００万円超の、次に揚げる契約 

（１）建物清掃業務に関する契約 

（２）用務業務に関する契約 

（３）庁舎等の設備運転管理業務に関する契約 

（４）自動車運行管理業務に関する契約 

（５）警備、受付及び施設運営業務に関する契約 

（６）高齢者支援に係る業務に関する契約 

（７）障害福祉サービスに係る業務に関する契約 

（８）学童クラブ、保育施設等の運営に係る業務に関する契約 

（９）給食調理業務に関する契約 

（10）情報システムの開発、改修、保守・運用支援等に係る業務に

関する契約 

（11）調査委託、不動産鑑定等に係る業務に関する契約 

（12）建物設計、道路設計及び工事管理に係る業務に関する契約 

（13）検査業務に関する契約 

（14）映像、音声又は文字情報制作に係る業務に関する契約 

（15）道路貨物運送に係る業務に関する契約 

（16）道路、公園等の管理業務に関する契約 

（17）前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める契約 

指定管理協定 

すべての指定管理協定 

指定管理者が特定受注関係者と締結する業務契約も適用対象であ

り、これについての契約金額は問いません。  

 発注に当たっては、当該契約が特定公契約に該当する旨を、入札公告、指名通知、見

積依頼書、プロポーザル募集要項等の発注関係書類に記載し、事業者の皆様へお知らせ

します。記載が漏れる場合もありますので、本手引きにより対象となる契約の範囲をご

確認いただくとともに、ご不明な点がある場合は、担当部署へお問い合わせください。

Ⅱ 公契約条例の概要 
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２ 特定労働者等の対象範囲 

 （１）特定労働者等に該当する者 

特定労働者等として条例の規定が適用される労働者は、次に掲げる者で、かつ、 

専ら特定公契約に係る業務に従事する者です。 

１ 

特定受注者又は特定受注関係者に雇用される労働者  

（労働基準法第９条に規定する労働者で、正社員、日雇い労働者、パート、

アルバイトなど雇用形態は問いません）  

２ 労働者を派遣する者が雇用する派遣労働者  

３ 
自らの労務の対価を得るため、区以外の者から特定公契約に係る業務の一部

を請け負い、又は受託する者（いわゆる一人親方） 

 

（２）特定労働者等に該当しない者 

 次に掲げる者は、特定労働者等の対象外となりますのでご注意ください。 

１ 同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者又は家事使用人 

２ 

最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける者 

（使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る）  

※「最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける者」は、

４９頁 関係法令等９「最低賃金法施行規則」（抜粋）を参照 

３ 
労働基準法第９条に規定する労働者でない者 

（ボランティア、会社役員等） 

４ 
特定公契約に係る業務に直接従事しない者 

（事務員、材料の製造等に従事する者） 

５ 特定公契約に従事した時間が１か月あたり３０分未満の者 

６ 
工事又は製造の請負の契約の場合における現場技術者  

（現場代理人、監理技術者、主任技術者）  

  

  ※特定公契約を締結した受注者が、対象となる契約における業務の一部を下請、再 

委託等により特定受注関係者に請け負わせる場合には、当該契約が労働環境確保策 

の適用となる契約であること、また、下請契約、再委託契約等にも労働環境確保策 

が適用される旨を周知する必要があります。 

   そのため、全ての下請契約、再委託契約等を締結する際には、書面等にて契約を 

取り交わし、労働環境確保策が適用されることについて、十分な理解を得ることが 

必要です。 
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３ 労働報酬下限額 

労働報酬下限額とは、特定公契約に従事する特定労働者等に対し、特定受注者及び

特定受注関係者が支払わなければならない報酬です。金額は１時間あたりの賃金とな

ります。 

労働報酬下限額は、港区労働報酬等審議会（以下「審議会」という）からの答申を

踏まえ、区長が年度ごとに定め、告示します。 

履行期間が複数年度にわたる契約（指定管理においては協定）については、各年度

に定める労働報酬下限額を適用するものとします。契約締結後に労働報酬下限額が改

定された場合は、改定後の年度からその額を適用し、特定受注者等は当該額以上の労

働報酬を支払う必要があります。 

なお、法定最低賃金額が労働報酬下限額を上回る場合は、関係法令に基づき、当該

最低賃金額以上の賃金を支払うものとします。 

 

（１）労働報酬下限額の勘案基準 

特定公契約 

の種類 
労働者の区分 勘案基準 

工事又は製造の請

負契約 

熟練労働者、一人親方 
農林水産省及び国土交通省が公共工

事の工事費の積算に用いるため決定

する公共工事設計労務単価（※１） 
熟練労働者、一人親方以

外の労働者（※２） 

工事及び製造以外

の請負契約並びに

業務委託契約 

業務に従事する労働者 

次に揚げるもの 

（１）最低賃金法第九条第一項に規定 

する地域別最低賃金 

（２）公共職業安定所が公表する職種

別の賃金等に係る統計 

（３）前各号に掲げるもののほか、公

的機関が定める労働報酬下限

額の決定に資する基準 

指定管理協定 

 ※１ 公共工事設計労務単価とは、農林水産省及び国土交通省が定める公共工事の工事

費の積算に用いるためのもので、所定労働時間内８時間当たりの単価です。 

※２ 熟練労働者、一人親方以外の労働者とは、次に掲げる者をいいます。 

・労働者等の合意の下、見習い・手元等の労働者と使用者が判断する者 

・年金等の受給のために賃金を調整している労働者 
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（２）労働報酬下限額 

 ①工事又は製造の請負契約 

単位：円（１時間当たり） 

 職  種 労働報酬下限額  職  種 労働報酬下限額 

１ 特殊作業員  27 普通船員  

２ 普通作業員  28 潜水士  

３ 軽作業員  29 潜水連絡員  

４ 造園工  30 潜水送気員  

５ 法面工  31 山林砂防工  

６ とび工  32 軌道工  

７ 石工  33 型わく工  

８ ブロック工  34 大工  

９ 電工  35 左官  

10 鉄筋工  36 配管工  

11 鉄骨工  37 はつり工  

12 塗装工  38 防水工  

13 溶接工  39 板金工  

14 運転手(特殊)  40 タイル工  

15 運転手(一般)  41 サッシ工  

16 潜かん工  42 屋根ふき工  

17 潜かん世話役  43 内装工  

18 さく岩工  44 ガラス工  

19 トンネル特殊工  45 建具工  

20 トンネル作業員  46 ダクト工  

21 トンネル世話役  47 保温工  

22 橋りょう特殊工  48 建築ブロック工  

23 橋りょう塗装工  49 設備機械工  

24 橋りょう世話役  50 交通誘導警備員Ａ  

25 土木一般世話役  51 交通誘導警備員Ｂ  

26 高級船員    
※上記にかかわらず、労働者等との合意の下、見習い・手伝等の労働者と使用者が

判断する者及び年金等の受給のために賃金を調整している労働者の労働報酬下限額

については、1時間当たり        円となります。 

※適用する職種は、２１頁資料２「工事請負契約の職種の定義・作業内容」及び「公

共事業労務費調査の手引き」（公共事業労務費調査連絡協議会発行）に掲載の「職種

分類の考え方」「職種別資格及び検定表」等を参考としてください。 
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②工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約及び指定管理協定 

 職  種 労働報酬下限額  職  種 労働報酬下限額 

１ 一般作業・一般事務  ９ 検査技師  

２ 保育士  10 歯科衛生士  

３ 給食調理  11 診療放射線技師  

４ 看護師  12 介護福祉士  

５ 保健師  13 社会福祉士  

６ 栄養士  14 精神保健福祉士  

７ 心理判定員  15 医師  

８ 理学・作業療法士  16 その他の職種  

  ※港区外で実施する業務又は港区外に所在する指定管理施設における業務について

は、当該業務又は施設の所在地に適用される地域別最低賃金額に、東京都の最低賃金

額に対する職種別労働報酬下限額の比率を乗じて得た額を当該職種の労働報酬下限

額とします。 

※適用する職種は、２７頁 資料３「業務委託契約の職種の定義・適用」を参考とし

てください。 
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４ 特定労働者等に支払う労働報酬の算出方法 

  特定公契約において、特定受注者及び特定受注関係者は、特定労働者等に対し支給

する賃金の１時間当たりの単価が、特定労働者等に適用する職種に該当する労働報酬

下限額以上となっていることを確認することが必要です。 

  

（１）算定の対象 

①工事又は製造の請負契約 

  公共工事設計労務単価に含まれる手当等の合計額１時間あたりの賃金に換算した額

になります。労働報酬下限額の設定は公共工事設計労務単価に準じているため、手当

の考え方については、「公共事業労務費調査の手引き」（公共事業労務費調査連絡協議

会）を参考にしています。下記で判断が難しい場合は同手引きを参照してください。 

労働者区分 対象とするもの 対象外とするもの 

熟練労働者及

び 熟 練 労 働

者・一人親方以

外の労働者  
 

定期の賃金等 

① 基本給相当額 

基本給、出来高給 

② 基準内手当 

家族手当、通勤手当、地域

手当、住宅手当、現場手当、

技能手当、精勤手当等 

③ 実物給与 

通勤用定期、食事の支給 

臨時の賃金等 

④ 臨時の給与 

賞与、臨時の賃金、退職金 

① 割増賃金 

時間外、休日、深夜 

② 各職種の通常の作業条件・内容 

を超えた特殊な労働に対する部 

分の賃金 

突貫手当（連続した休日労働等） 

③ 休業手当 

仕事が無いために労働者を休業 

させた場合に支給される手当 

④ 本来は経費にあたる手当 

工具手当、車両手当、遠隔旅費

手当、運転手当、赴任等手当、

研修手当、携帯電話手当 

一人親方 

特定受注者又は特定受注関

係者との請負契約における請

負代金（消費税及び地方消費税

を除く） 

請負代金がその業務に係る

作業の出来高に応じて支払わ

れる場合は、その額 

調達した資材や持ち込んだ機材等 

に係る経費 
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②工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約及び指定管理協定 

最低賃金法に基づく最低賃金制度に定める手当等の区分の所定内給与のうち、基本

給相当額と諸手当の合計額を１時間あたりの賃金に換算した額になります。労働報酬

下限額の設定は最低賃金に準じているため、厚生労働省のホームページに掲載されて

いる「最低賃金の対象となる賃金」を参考としています。下記で判断が難しい場合は

同サイトを参照してください。 

労働者区分 対象とするもの 対象外とするもの 

工事及び製造

以外の請負契

約並びに業務

委託契約にお

ける労働者 

下記の賃金等のうち、特定公

契約において従事した業務に

係る部分。 

所定内給与 

① 基本給相当額 

基本給 

② 諸手当 

職務手当、現場手当、技能

手当等 

所定外給与 

① 割増賃金 

時間外、休日、深夜 

② 臨時の給与 

臨時に支払われた賃金（結婚手

当等）、1 カ月を超える期間ごと

に支払われる賃金（賞与等） 

③ その他手当 

家族手当、通勤手当、皆勤手当 

指定管理協定

における労働

者 
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（２）労働報酬の算出例 

 ①工事請負契約(月給制で１日当たりの所定労働時間が８時間の「普通作業員」の場合) 

●労働時間（１か月分） 

労働区分 所定時間内労働 所定時間外労働 

特定公契約対象の労働時間  120時間（=15 日×8 時間）  20 時間 

その他の工事の労働時間  40 時間（=5日×8 時間）  10 時間 

合計 160 時間  30 時間 
 

  ●賃金（１か月分） 

賃金区分 支給額 備考 

基本給  480,000 円  

時間外割増賃金  65,000 円  

基準内手当（家族手当） 20,000 円  

基準内手当（通勤手当）  9,000 円 年２回 54,000円を支給 

→54,000 円÷６か月=9,000  

臨時の給与（賞与）  35,000 円 年２回 210,000 円を支給  

→210,000 円÷６か月=35,000  
 

  ●労働報酬下限額と比較 

賃金区分 支給額 労働報酬下限 

額対象分 

計算式 

基本給  480,000 円 360,000 円 480,000×120ｈ÷160ｈ 

時間外割増賃金  65,000 円 0 円 対象外 

基準内手当（家族手当） 20,000 円 15,000 円 20,000×120ｈ÷160ｈ 

基準内手当（通勤手当） 9,000 円 6,750 円 9,000×120ｈ÷160ｈ 

臨時の給与（賞与）  35,000 円 26,250 円 35,000×120ｈ÷160ｈ 

合計 609,000 円 408,000 円  
 

労働報酬下限額対象分 １時間当たりの賃金  計算式 

408,000 円 3,400 円 408000÷120ｈ 

賃金単価 ３，４００円 ≧ 労働報酬下限額３，１０５円（令和８年度普通作業員） 
 

支払賃金が、労働報酬下限額以上であれば問題ありません。労働報酬下限額は、職

種ごとに毎年定めます。 
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②工事以外の契約及び指定管理協定 

(月給制で１日当たりの所定労働時間が８時間の「保育士」の場合) 

●労働時間（１か月分） 

労働区分 所定時間内労働 所定時間外労働 

特定公契約対象の労働時間  120時間（=15 日×8 時間）  20 時間 

その他の工事の労働時間  40 時間（=5日×8 時間）  10 時間 

合計  160 時間  30 時間 
 

  ●賃金（１か月分） 

賃金区分 支給額 備考 

基本給  300,000 円  

時間外割増賃金  30,000 円  

職務手当 20,000 円  

基準内手当（通勤手当）  6,000 円 年２回 36,000円を支給 

→36,000 円÷６か月=6,000  

臨時の給与（賞与）  35,000 円 年２回 210,000 円を支給  

→210,000 円÷６か月=35,000  
 

  ●労働報酬下限額と比較 

賃金区分 支給額 労働報酬下限 

額対象分 

計算式 

基本給  300,000 円 225,000 円 300,000×120ｈ÷160ｈ 

時間外割増賃金  30,000 円 0 円 対象外 

職務手当 20,000 円 15,000 円 20,000×120ｈ÷160ｈ 

基準内手当（通勤手当） 6,000 円 0 円 対象外 

臨時の給与（賞与）  35,000 円 0 円 対象外 

合計 391,000 円 240,000 円  
 

労働報酬下限額対象分 １時間当たりの賃金  計算式 

240,000 円 2,000 円 240,000÷120ｈ 

賃金単価 ２，０００円 ≧ 労働報酬下限額１，７４０円（令和８年度保育士） 
 

支払賃金が、労働報酬下限額以上であれば問題ありません。労働報酬下限額は、職

種ごとに毎年定めます。 

 

５ 労働報酬に係る特定受注者の連帯責任 

特定受注者は、特定受注関係者が特定労働者等に対して労働報酬を支払わないとき

又は支払った労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るときは、当該特定労働者等に対

し、当該特定受注関係者と連帯して、当該労働報酬に相当する額又はその差額に相当

する額を支払う義務が生じます。 
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６ 報告書の作成及び提出 

 特定受注者には、予定価格１，０００万以上の特定公契約を受注する場合において、 

特定労働者等に係る労働条件に関する以下の書類を港区に提出してください。 

（１）労働環境チェックシート 

労働基準法に関する事項、労働安全衛生法に関する事項、労働者災害補償保険・雇

用保険法に関する事項、健康保険・厚生年金保険法に関する事項及びワーク・ライフ・

バランスに関する事項の回答欄の「はい」又は「いいえ」をチェック（〇を記入）し

てください。労働環境チェックシートは、特定受注者のみが作成します。 

※労働環境チェックシートの様式は、２９頁 資料４を参照してください。 

 

（２）賃金給付状況シート 

特定公契約の業務に従事する特定労働者等の職種毎の最も低い「労働報酬」を、賃

金給付状況シート（工事請負、業務委託別）に記入してください。 

受注者が、他の事業者と下請契約又は再委託を締結した場合は、下請又は再委託先

の事業者も含めた中で、最も金額が低い「労働報酬」を記入します。 

※賃金支給状況シートの様式は、３１頁資料５及び３３頁資料６を参照してくださ

い。 

 

（３）提出時期 

①単年度契約（履行期間が４月１日以降から翌年３月３１日までのもの） 

１回目 履行開始後、労働報酬を最初に支払った月の翌月 10 日まで 

２回目 履行期間満了のおおむね１か月前まで 

 

②複数年度契約（履行期間が複数の年度に継続するもの）及び指定管理協定 

１回目 履行開始後、労働報酬を最初に支払った月の翌月 10 日まで 

２回目以降 年度につき１回を基本とし、毎年度４月末を目安に提出 

最終年度 履行期間満了のおおむね１か月前まで 

 

上記の他、次に揚げる事項に該当した場合は、その都度賃金給付状況シートの提出

が必要となります。 

ア 職種が増えた場合 

イ 特定労働者に支払う最も低い労働報酬が変更となった場合 

 

※複数回賃金給付状況シートを提出する場合は、すでに提出済みの賃金給付状況シー

トと内容を、比較及び確認できるよう、各様式備考欄に「変更」「追加」等必要事項を

記入してください。 
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（４）提出方法及び提出先（LoGo フォーム移行の場合、変更予定） 

持参又は郵送により提出してください。 

総務部契約管財課契約係（港区役所１０階） 

 （郵送の場合）住所：〒105-8511 東京都港区芝公園一丁目５番２５号 

          宛先：港区役所総務部契約管財課契約係 

 

７ 特定労働者等への周知 

特定受注者は、次の事項について作業所等の見やすい場所に掲示するか、又は特定

労働者等に書面で配布し、周知徹底を図ってください。 

必要に応じて、区職員が公契約の現場を訪問し、特定労働者等への周知方法等につ

いて確認することがあります。 

 

≪労働者等に周知する事項≫ 

１ 労働報酬下限額 

２ 労働報酬下限額の適用対象となる特定労働者等の範囲 

３ 労働報酬に係る受注者の連帯責任に関する事項 

４ 支払われた報酬が労働報酬下限額を下回る等の場合、特定労働者等は、特定

受注者及び特定受注関係者に対し、申出することができること及び申出をす

るときの連絡先 

５ 特定労働者等は、申出をしたことを理由に、解雇、請負契約又は委託契約の

解除その他不利益な取扱いを受けないこと。 

  ※ 上記の事項については、「労働者向け周知様式例」（３８頁 資料８及び３９頁 資

料９）を活用して作業所等の見やすい場所に掲示し、又はチラシ等を作成して労

働者等に交付してください。 

※ 「労働者向け周知様式」及び労働報酬下限額については、区ホームページに掲載

しています。 
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８ 特定労働者等の申出 

条例では、特定労働者等に支払われた賃金が労働報酬下限額を下回る場合、以下の 

とおり取り扱いを定めています。 

（１）特定労働者等ができること 

特定公契約に係る業務に従事した時間や労働報酬の内訳等を把握・管理し、労働報

酬下限額を下回っていないかを確認してください。支払われた労働報酬の額が労働

報酬下限額を下回る場合は、区、特定受注者又は特定受注関係者に対して申し出る

ことができます。※書面の様式は、４１頁 資料 10「労働報酬に係る申出書」参照 

 

（２）特定受注者が行うべきこと 

・労働者からの申出への対応 

特定公契約の受注者は、労働者から問合せや申出があった場合、誠実に対応し、

支払った賃金が労働報酬下限額を下回っていた場合、速やかに不足分の支払を行っ

てください。 

また、当該労働者に調査結果を回答するとともに、区へ報告書を提出してくださ

い※書面の様式は、４３頁 資料 12 「労働報酬に係る申出に対する報告書」参照 

   

・不利益取扱いの禁止 

   特定公契約の受注者は、労働者が申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解

除その他不利益な取扱いをしてはなりません。 

また、受注関係者が解雇等の不利益な取扱いを行わないよう、適切な指導・監督

を行ってください。 

 

９ 報告及び立入調査への対応 

区は、特定労働者等から申し出があった場合又は特定受注者から提出された報告書

の内容に疑義があると判断した場合、必要に応じて特定公契約の受注者に対して「労

働報酬に係る申出に対する報告要求書」（４２頁 資料 11参照）又は「立入調査通知書」

（４４頁 資料 13 参照）により、報告の要求又は立入調査をすることができます。受

注者及び受注関係者はこれらの要求及び調査に応じなければなりません。 

報告は、「労働報酬に係る申出に対する報告書」（資料 12 参照）によります。 

 

10 是正措置 

区は、報告及び立入調査の結果、特定受注者等に違反があったと判断した場合は、

特定受注者に対し、速やかに当該違反の是正その他の必要と認める措置を講ずるとと

もに、その結果を区長に報告するよう命じることができます。（４５頁 資料 14 参照） 

報告は、「是正措置報告書」（４６頁 資料 15参照）によります。 
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11 特定公契約の解除等 

  区は、条例第１４条各号のいずれかに該当する場合は、当該特定公契約を解除する

ことができます。 

また、当該解除により特定受注者又は特定受注関係者に生じた損害を賠償する責任

を負わないこと。 

 <条例第１４条各号> 

（１）特定受注者又は特定受注関係者が第１２条第１項の規定による報告若しくは資料

の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の資料提出をし、又は立入調査

を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述せず、若しくは虚偽

の陳述をした場合 

（２）特定受注者が前条第１項の規定による求めに従わなかった場合 

（３）特定受注者が前条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした場合 

 

12 損害賠償及び違約金 

特定受注者は、特定公契約を解除した場合、それによって区に損害が生じたときは、

その損害を賠償しなければなりません。また、契約の解除によって損害が生じても、

区は賠償の責任を負いません。 

また、区は特定受注者から、解除に伴う違約金を徴取することができます。 

 

13 公表 

  区は、特定公契約を解除した場合又は特定公契約の契約期間終了後に特定受注者若

しくは特定受注関係者が特定公契約の定めに違反していたことが判明した場合は、

その旨を公表することができます。公表事項は以下の通りです。 

 <規則第７条> 

(１) 特定公契約の件名及び締結の日（指定管理協定にあっては、当該指定管理協定に係

る公の施設の名称及び指定管理者の指定の日） 

(２) 特定受注者又は特定受注関係者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、そ

の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

(３) 特定公契約を解除した場合にあっては、解除をした日（指定管理協定にあっては、

当該指定管理協定に係る指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた日）及び解除した理由 

(４) 特定公契約の契約期間の終了後に特定受注者又は特定受注関係者が条例第１４条

各号のいずれかに該当していたことが判明した場合にあっては、その内容 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

 

14 継続雇用 

特定受注者は、継続性のある業務に関する特定公契約を締結するときは、当該業務

に従事する者の雇用の安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当

該特定公契約の締結前から当該業務に従事していた者のうち希望するものを雇用する

よう努めなければなりません。 
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資料１ 公契約条例適用案件の流れについて 

 

港区 受注者等 労働者等 

   

 

 

Ⅲ 資料・様式 

報告書の作成・提出（１回目） 

労働報酬の確認 

業務の履行 

労働報酬の支払い 

労務の提供 

労働報酬下限額が適用され

ることを確認 
労働者へ条例内容を周知 

契約の締結 

（特約条項を添付） 

条例適用契約であることを 

明示して発注 

提出書類の確認 

提出書類の確認 報告書の作成・提出（２回目） 

労働報酬の支払い 

労働報酬の確認 

労働報酬が下限額を下

回っている場合は次頁 
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■労働報酬下限額を下回る等の場合 

港区 受注者等 労働者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例第１４条に該当した場合） 

損害賠償・違約金 契約の解除 

公表 

調査結果の確認・報告 

調査結果の確認 

是正措置 

調査の実施 

契約違反の判明 

是正措置命令 

区へ報告 

是正結果の確認 

不足分の労働報酬を受領 

調査への対応 

・立入調査 

・書類提出 

・報告等  

是正内容の確認 

もしくは 

区へ申出 

受注者又は受注関係者に申出 申出の確認 及び 港区へ報告 

労働者への不利益な取扱い禁止 

受注者及び受注関係者の連帯責任 
申出の確認 

対応方法の検討 
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資料２ 工事請負契約の職種の定義・作業内容 
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資料３ 業務委託契約の職種の定義・適用 

 

職 種 適  用 

01 一般作業・一般事務 

建物清掃業務、用務業務、庁舎等の設備運転管理業務、プー

ル管理業務、警備業務等に従事するもの 

※各種資格の有無は問わない 

※委託条件として、資格要件を求める場合があるため、仕様

書等にて確認のこと 

02 保育士 

保育業務又は児童の健全育成・生活指導に係る業務に従事す

るもの 

※保育士資格の有無は問わない 

※委託条件として、資格要件を求める場合があるため、仕様

書等にて確認のこと 

03 給食調理 

学校又は保育園（保育室等を含む。）における給食業務に従

事するもの 

※調理師資格の有無は問わない 

※委託条件として、資格要件を求める場合があるため、仕様

書等にて確認のこと 

04 看護師 看護師免許を有し、看護師としての業務に従事するもの 

05 保健師 保健師免許を有し、保健師としての業務に従事するもの 

06 栄養士 
栄養士免許又は管理栄養士免許を有し、栄養士としての業務

に従事するもの 

07 心理判定員 

心理学に関する専門的知識及び技術をもって、心理状態の観

察及び分析、心理検査、心理判定、心理相談その他の心理に

関する専門的業務に従事するもの 

※資格の有無は問わない 

※公認心理師、臨床心理士等の資格を有する者に限らず、施

設において心理判定その他の心理専門業務に従事する者を

含む 

※委託条件として、資格要件を求める場合があるため、仕様

書等にて確認のこと 

08 理学・作業療法士 

理学療法士又は作業療法士の免許を有し、それぞれ理学療法

又は作業療法を行う業務に従事するもの理学療法士又は作

業療法士の免許を有し、医師の指示の下に、それぞれ理学療

法又は作業療法を行う業務に従事するもの 

09 検査技師 
臨床検査技師免許を有し、医師又は歯科医師の指示の下に、

検体検査又は生理学的検査を行う業務に従事するもの 

10 歯科衛生士 歯科衛生士免許を有し、歯科疾患の予防処置、歯科診療の補
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助又は歯科保健指導の業務に従事するもの歯科衛生士免許

を有し、歯科医師の指導の下に、歯科疾患の予防処置、歯科

診療の補助又は歯科保健指導の業務に従事するもの 

11 診療放射線技師 

診療放射線技師免許を有し、医師又は歯科医師の指示の下

に、放射線の人体に対する照射その他法令で認められた業務

に従事するもの 

12 介護福祉士 

介護福祉士の登録を受け、専門的知識及び技術をもって、心

身の状況に応じた介護及び介護に関する指導を行う業務に

従事するもの 

13 社会福祉士 

社会福祉士の登録を受け、専門的知識及び技術をもって、福

祉に関する相談、助言、指導、関係者との連絡及び調整その

他の相談援助業務に従事するもの 

14 精神保健福祉士 

精神保健福祉士の登録を受け、専門的知識及び技術をもっ

て、精神障害者等の社会復帰又は精神保健に関する相談、助

言、指導、日常生活への適応のために必要な訓練その他の相

談援助業務に従事するもの 

15 医師 医師免許を有し、医療又は保健指導の業務に従事するもの 

16 その他の職種 

01 から 15 までのいずれにも該当しない業務に従事するもの 

※従事する業務の内容が複数の職種に該当する場合は、主と

して従事する業務に対応する職種を適用する 

※主として従事する業務による判定が困難な場合は、業務内

容、従事時間、職員配置上の位置付け等を総合的に勘案して

判断する 
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資料４ 労働環境チェックシート（工事、業務委託、指定管理協定共通） 
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資料５ 賃金給付状況シート（工事）
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資料６ 賃金給付状況シート（業務委託）（要綱第２号様式（２）） 
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資料７ 特定公契約特約条項 

 

乙は、本契約の履行に当たり、港区公契約条例（令和８年３月２３日条例第５号。以

下「条例」という。）及び港区公契約条例施行規則（令和８年３月２３日規則第１４号。

以下「規則」という。）を遵守するものとする。 

 

（用語の定義）  

第１条 この特約条項において使用する用語の意義は、条例及び規則で使用する用語の

例による。 

 

（労働関係法令の遵守） 

第２条 特定受注者は、条例第２条第６号イ又はロに掲げる者に係る労働条件について、

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）、短時間労働者及び有期雇

用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第７６号）、労働契約法（平

成１９年法律第１２８号）その他関係法令を遵守しなければならない。 

２ 特定受注者は、第２条第６号ハに掲げる者に業務の一部を請け負わせ、又は委託す

るときは、その条件を前項の関係法令の趣旨を尊重したものとしなければならない。 

 

（労働報酬の支払い） 

第３条 特定受注者及び特定受注関係者は、特定労働者等（最低賃金法第７条に規定す

る労働者を除く。）に対して、条例第７条第１項の区長が定める額（以下「労働報酬下

限額」という。）以上の額の労働報酬を支払わなければならない。 

２ 労働報酬下限額は、各年度にごとに定める労働報酬下限額を適用する。 

 

（労働報酬に係る特定受注者の連帯責任） 

第４条 特定受注者は、特定受注関係者が特定労働者等に対して労働報酬を支払わない

とき又は支払った労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るときは、当該特定労働者等

に対し、当該特定受注関係者と連帯して、当該労働報酬に相当する額又はその差額に

相当する額を支払わなければならない。 

 

（労働条件等の発注者への報告）  

第５条 特定受注者は、特定労働者等に係る労働条件に関する事項について規則第１０

条に定めるところにより、発注者が指定する日までに、書面（労働環境チェックシー

ト及び賃金給付状況シート）により区長に報告しなければならない。 

 

（特定労働者等に対する周知）  

第６条 特定受注者は、次に掲げる事項を作業所等の特定労働者等が見やすい場所に掲

示し、又は特定労働者等に対し当該事項を記載した書面を交付しなければならない。 

（１）労働報酬下限額 
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（２）特定労働者等の範囲 

（３）労働報酬に係る特定受注者の連帯責任に関する事項 

（４）特定労働者等は、条例第１０条の規定による申出をしたことを理由として、解雇、

請負契約又は業務委託契約の解除その他の不利益な取扱いを受けないこと。 

 

（特定労働者等の申出）  

第７条 特定労働者等は、労働報酬が支払われるべき日において、当該労働報酬が支払

われていない場合又は支払われた当該労働報酬の額が労働報酬下限額を下回る場合は、

区長又は特定受注者若しくは特定受注関係者にその事実を申し出ることができる。 

２ 特定受注者は、前項の報告があった場合は、その旨を速やかに区長に報告するとと

もに、特定受注関係者に同項前段に基づく報告義務を遵守させることこととする。 

 
（不利益取扱いの禁止） 

第８条 特定受注者及び特定受注関係者は、前条及び条例第１０条の規定による申出が

あった場合は、誠実に対応するとともに、当該特定労働者等が当該申出をしたことを

理由として解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（報告及び立入調査） 

第９条 特定受注者若しくは特定受注関係者は、条例第１２条第１項に規定する報告若

しくは資料の提出の求め又は立入調査に応じ、協力しなければならない。 

 

（是正措置）  

第１０条 区長は、条例第１２条第１項の規定による報告及び資料の提出又は立入調査

の結果、特定受注者及び特定受注関係者がこの特約の定め又は条例の規定に違反して

いると認めるときは、特定受注者に対し、速やかに当該違反を是正するために必要な

措置を講じることを命ずることができる。  

２ 特定受注者は、前項に規定する求めを受けたときは、速やかに当該違反を是正する

措置その他必要な措置を講じ、その内容について区長に報告しなければならない。 

 

（特定公契約の解除）  

第１１条 区長は、特定受注者又は特定受注関係者が次のいずれかの事由に該当すると

きは、この契約を解除することができる。  

（１）第９条に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は調査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述せず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。  

（２）前条第１項に規定する求めに応じないとき。  

（３）前条第２項に規定する報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。  

２ 発注者は、前項の規定による特定公契約の解除によって生じた損害について、賠償す

る責任を負わない。 



  資料３ 
 

37 
 
 

 

（損害賠償）  

第１２条 特定受注者は、発注者が第１１条第１項の規定によりこの契約を解除した場

合において、それによって発注者に損害が生じたときは、その損害を賠償しなければ

ならない。  

 

（違約金）  

第１３条 発注者は、第１１条第１項の規定によりこの契約を解除した場合は、特定受

注者から契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として徴収することができる。 

 

（公表）  

第１４条 区長は、前条の規定によりこの契約を解除した場合又はこの契約の契約期間

終了後に特定受注者若しくは特定受注関係者がこの特約の定めに違反していたことが

判明した場合は、その旨を公表することができる。 

 

（特定受注関係者と締結する契約）  

第１５条 特定受注者は、特定受注関係者と契約を締結するときは、当該特定受注者が

遵守すべき約定事項について、特定受注関係者が当該特定受注者に準じて当該約定事

項を遵守することを定めなければならない。 

 

（継続雇用）  

第１６条 特定受注者は、継続性のある業務に関する特定公契約に係る当該業務に従事

する者の雇用の安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該特定公

契約の締結前から当該業務に従事していた者であって、雇用されることを希望する者を、

雇用するよう努めるものとする。 
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資料８ 労働者向け周知様式例（工事又は製造の請負契約） 

港区公契約条例に関するお知らせ 

契約件名  

履行場所  

履行期間 年  月  日 から    年  月  日 

上記の業務は、港区公契約条例に基づき労働報酬下限額以上の報酬を労働者等に支払うこと等

が規定されています。 

■労働環境確保策の対象となる労働者等の範囲 

適用労働者 ・正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、派遣労働者等雇用形態を問わず、当

該業務に従事する者（労働基準法第 9 条に規定する労働者） 

・請負契約等により、当該業務に従事する者（一人親方） 

適用の対象

とならない

労働者 

・同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者及び家事使用人 

・労働者でない方（ボランティア、会社役員等） 

・最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）第 7条各号の規定により最低賃金の減額の特

例を受ける者（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

・特定公契約に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に従事する者） 

・特定公契約に従事した時間が 1 か月あたり 30分未満の者 

・工事又は製造の請負の契約の場合における現場技術者 （現場代理人、監理技術者、

主任技術者）  

■労働報酬下限額 

この工事に従事する労働者等は、区が定める１時間当たりの賃金（労働報酬下限額）以上の 

１時間当たりの賃金を受け取ることができます。 

労働報酬下限額（１時間当たり） 別表のとおり 

■労働関係法令の遵守 

■申出をする場合の申出先 

特定公契約に従事する労働者は、労働報酬下限額以上の賃金を受け取っていない場合は、その

旨を特定受注者、特定受注関係者（下請業者等）又は港区に申し出ることができます。申出は必

ず文書（様式「申出書」）により行ってください。 

申出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いは受けません。 

申出先 申出書送付先 連絡先 

受注者    

受注関係者 

（下請業者等）
   

発注者 港区総務部契約管財課契約係 

〒105-8511 

港区芝公園一丁目 5番 25 号 

03（3578）2134 

2140～2143 

2137、2298 
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資料９ 労働者向け周知様式例（業務委託契約・指定管理協定） 

港区公契約条例に関するお知らせ 

契約件名 

又は協定名 

 

履行場所  

履行期間 年  月  日 から    年  月  日 

上記の業務は、港区公契約条例に基づき労働報酬下限額以上の報酬を労働者等に支払うこと等

が規定されています。 

■労働環境確保策の対象となる労働者等の範囲 

適用労働者 ・正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、派遣労働者等雇用形態を問わず、当

該業務に従事する者（労働基準法第 9 条に規定する労働者） 

・請負契約等により、当該業務に従事する者 

適用の対象

とならない

労働者 

・同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者及び家事使用人 

・労働者でない方（ボランティア、会社役員等） 

・最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）第 7条各号の規定により最低賃金の減額の特

例を受ける者（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

・適用となる契約に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に従事する者） 

・適用となる契約に従事した時間が 1 か月あたり 30 分未満の者 

 

■労働報酬下限額（１時間当たり）以上の賃金の支払い 

この業務に従事する労働者等は、港区が定める１時間当たりの賃金（労働報酬下限額）以上の 

１時間当たりの賃金を受け取ることができます。 

職  種 労働報酬下限額 職  種 労働報酬下限額 

01 一般作業・一般事務 １，３６０円 10 歯科衛生士  

02 保育士 １，５００円 11 診療放射線技師  

03 給食調理 １，３６０円 12 介護福祉士  

04 看護師   05 保健師   

06 栄養士 

１，７００円 
13 社会福祉士 

 

07 心理判定員  14 精神保健福祉士  

08 理学・作業療法士  15 医師  

09 検査技師  16 その他の職種  

 

■労働関係法令の遵守 
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■申出をする場合の申出先 

特定公契約に従事する労働者は、労働報酬下限額以上の賃金を受け取っていない場合は、その

旨を特定受注者、特定受注関係者（下請業者等）又は港区に申し出ることができます。申出は必

ず文書（様式「申出書」）により行ってください。 

申出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いは受けません。 

申出先 申出書送付先 連絡先 

受注者    

受注関係者 

（再委託業者等） 
   

発注者 

①業務委託契約の場合 

港区総務部契約管財課契約係 

〒105-8511 

港区芝公園一丁目 5 番 25号 

03（3578）2134、 

2140～2143 

2137、2298 

②指定管理協定の場合 
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資料 10 労働報酬に係る申出書 

 

 

年  月  日 

 

港区長 宛て              

 

（申出者）  

住所 

氏名               

 

 

労働報酬に係る申出書 

 

港区公契約条例に定められている労働報酬下限額以上の賃金等を受け取っていないた

め、下記のとおり申し出ます。 

 

契約件名又は協定名 

 

申出内容 
 □  労働報酬下限額を下回っている。 

 □  支払われるべき日において支払われていない。 

労働報酬の支払者 

 

支払日 又は 

支払われるべき日 
        年   月   日 

支払われた労働報酬額                 円 

  



  資料３ 
 

42 
 
 

資料 11 労働報酬に係る申出に対する報告要求書 

 

 

年  月  日 

 

             様 

 

港区長  

 

 

労働報酬に係る申出に対する報告要求書 

 

港区公契約条例第１２条の規定に基づき、特定労働者等からの申出について、 

次のとおり報告を求めます。 

 

 

契約件名又は協定名 

 

申出年月日 

 

        年   月   日 

報告を求める事項 

 

担当者連絡先 

所属 

氏名 

電話番号 
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資料 12 労働報酬に係る申出に対する報告書 

 

 

年  月  日 

港区長 

 

（報告者）  

住所 

称号 

氏名              ○印  

 

 

労働報酬に係る申出に対する報告書 

 

特定労働者等からの申出について、次のとおり報告します。 

なお、申出者に対しては、報告内容を回答していることを申し添えます。 

 

契約件名又は協定名 

 

報告内容 

 

担当者連絡先 

所属 

氏名 

電話番号 
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資料 13 立入調査通知書 

 

 

年  月  日 

 

             様 

 

港区長  

 

 

立入調査通知書 

 

港区公契約条例第１２条の規定に基づき、特定労働者等から申出の事実の確認又は特

定労働者等の労働環境を確認するため、次のとおり立入調査を実施します。 

 

契約件名又は協定名 

 

立入調査日時 

 

        年   月   日 

調査事項 

 

担当者連絡先 

所属 

氏名 

電話番号 
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資料 14 是正措置を求める通知書 

 

 

年  月  日 

 

             様 

 

港区長  

 

 

是正措置を求める通知書 

 

港区公契約条例第１２条の規定に基づき、、特定公契約における労働環境について、次

のとおり是正措置を講ずるよう求めます。 

 

契約件名又は協定名 

 

立入調査日時 

 

        年   月   日 

是正措置を求める事項 

 

担当者連絡先 

所属 

氏名 

電話番号 
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資料 15 是正措置報告書 

 

 

年  月  日 

港区長 宛て 

 

住所 

称号 

氏名              ○印  

 

 

是正措置報告書 

 

特定公契約における労働環境に係る是正措置の求めについて、次のとおり措置を講じ

ましたので報告します。 

 

契約件名又は協定名 

 

措置日 

 

        年   月   日 

講じた措置の内容及び 

結果 

 

担当者連絡先 

所属 

氏名 

電話番号 
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１ 港区公契約条例 

（目的） 

第一条 この条例は、港区（以下「区」という。）における公契約に関する基本的事項

を定めることにより、公平かつ公正な入札等の制度を確立し、公契約に係る業務に従

事する労働者等の適正な労働環境の整備を推進するとともに、公契約の適正な履行及

び良好な品質の確保を図り、もって区民福祉の増進及び地域経済の活性化に寄与する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 公契約区が発注し、締結する請負契約、業務委託契約、売買契約その他の契約及

び区が締結する地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第

三項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）との公の施設の管理に

関する協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 

二 受注者 区と公契約を締結する者をいう。 

三 特定公契約 次に掲げる公契約をいう。ただし、受注者が国、地方公共団体その

他区長が必要と認める者である公契約を除く。 

イ 工事又は製造の請負契約のうち予定価格が二百万円を超えるもの 

ロ 工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約のうち予定価格が百万円を超

えるものであって、区規則で定めるもの 

ハ 指定管理協定 

四 特定受注者 区と特定公契約を締結する者をいう。 

五 特定受注関係者 次に掲げる者をいう。 

イ 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、区以外の者から特定公契

約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者（次号ハに掲げる者を除く。） 

ロ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭

和六十年法律第八十八号）第二条第三号に規定する労働者派遣事業として、特定受

注者又はイに掲げる者に労働者を派遣する者 

六 特定労働者等 次に掲げる者をいう。 

イ 特定受注者又は前号イに掲げる者に雇用され、専ら特定公契約に係る業務に従

事する労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第九条に規定する労働者（同居

の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。） 

ロ 前号ロに掲げる者が雇用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の保護等に関する法律第二条第二号に規定する派遣労働者であって、専ら特定公

契約に係る業務に従事するもの 

ハ 特定受注者又は特定受注関係者との契約により特定公契約に係る業務の一部を

請け負い、又は受託する者であって、当該業務を他の者を使用しないで行うもの 

七 労働報酬 特定公契約に係る労務の対価であって、次に掲げるものをいう。 

Ⅳ 関係法令等 



  資料３ 
 

48 
 
 

イ 前号イ又はロに掲げる者がその雇用する者から得る賃金 

ロ 前号ハに掲げる者が当該請負契約又は業務委託契約により得る収入 

（基本方針） 

第三条 区における公契約に係る基本方針は、次のとおりとする。 

一 公契約において適正な履行及び良好な品質を確保すること。 

二 公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。 

三 談合その他の不正行為を排除すること。 

四 区内の事業者の受注機会の確保を図り、地域経済の活性化に資するよう努めるこ

と。 

五 労働者等の適正な労働条件の確保及び向上その他の労働環境の整備に配慮するこ

と。 

六 区と受注者との対等な関係に基づき公契約に係る制度を適正に運用すること。 

（区の責務） 

第四条 区は、前条の基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的かつ効果的に

推進しなければならない。 

２ 区は、公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件の確保及び向上その

他の労働環境の整備が図られるよう努めなければならない。 

（受注者の責務） 

第五条 受注者は、公契約を締結する者としての社会的な責任を自覚し、法令等を遵守

するとともに、区が講ずる公契約に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件の確保及び向上

その他の労働環境の整備に努めなければならない。 

（区内の事業者の活用） 

第六条 受注者は、公契約に係る業務の一部を他の事業者（第二条第六号ハに掲げる者

を除く。以下この条において同じ。）に請け負わせ、又は委託しようとするときは、

区内の事業者に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又は委託するよう努めな

ければならない。 

（労働報酬下限額） 

第七条 区は、特定公契約において、特定受注者及び特定受注関係者が、特定労働者等

（最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）第七条に規定する労働者を除く。次

条第一項、第十条第一項、第十一条並びに別表三の項及び五の項から八の項までにお

いて同じ。）に対し、区長が別に定める額（以下「労働報酬下限額」という。）以上

の額の労働報酬を支払わなければならないことを定めるものとする。 

２ 労働報酬下限額は、時間によって定めるものとする。この場合において、労働報酬

が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によって定められているときにおけ

る当該労働報酬の換算方法は、区規則で定める。 

（労働報酬下限額の決定） 

第八条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるもの

その他の事情を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。 

一 第二条第三号イに掲げる特定公契約に係る業務に従事する特定労働者等 農林水

産省及び国土交通省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価 

二 前号に掲げる特定労働者等以外の特定労働者等 次に掲げるもの 

イ 最低賃金法第九条第一項に規定する地域別最低賃金 
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ロ 公共職業安定所が公表する職種別の賃金等に係る統計 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、公的機関が定める労働報酬下限額の決定に資す

る基準 

２ 区長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、あらかじめ、第十六条の港区労

働報酬等審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するものとする。 

（特定公契約に定める事項） 

第九条 区は、特定公契約において、第七条第一項に規定するもののほか、別表に掲げ

る事項を定めるものとする。 

（特定労働者等の申出） 

第十条 特定労働者等（特定労働者等であった者を含む。次条、第十二条第一項及び別

表六の項から八の項までにおいて同じ。）は、労働報酬が支払われるべき日において、

支払われるべき当該労働報酬が支払われていない場合又は支払われた当該労働報酬の

額が労働報酬下限額を下回る場合は、区長又は特定受注者若しくは特定受注関係者に

その事実を申し出ることができる。 

２ 前項の規定により申出を受けた特定受注者は、その旨を速やかに区長に報告しなけ

ればならない。 

３ 第一項の規定により申出を受けた特定受注関係者は、その旨を速やかに当該契約に

係る特定受注者に報告しなければならない。この場合において、当該報告を受けた特

定受注者は、その旨を速やかに区長に報告しなければならない。 

（不利益取扱いの禁止） 

第十一条 特定受注者及び特定受注関係者は、前条第一項の規定による申出があったと

きは、誠実に対応するとともに、当該特定労働者等が当該申出をしたことを理由とし

て、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 

（報告及び立入調査） 

第十二条 区長は、第十条第一項の規定による申出若しくは同条第二項若しくは第三項

後段の規定による報告があったとき、又はこの条例に定める事項の遵守の状況を確認

するため必要があると認めるときは、特定受注者若しくは特定受注関係者に対し必要

な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に特定受注者若しくは特定受注関係

者の事業所等へ立ち入らせ、特定労働者等の労働条件が分かる書類その他の物件を調

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

（是正措置） 

第十三条 区長は、前条第一項の規定による報告及び資料の提出並びに立入調査の結果、

特定受注者及び特定受注関係者が第七条第一項又は第九条の規定による特定公契約の

定めに違反していると認めるときは、特定受注者に対して速やかに当該違反を是正す

るために必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

２ 特定受注者は、前項の規定による求めがあったときは、速やかに当該違反の是正そ

の他の必要と認める措置を講ずるとともに、区長が指定する期日までに当該措置の内

容を区長に報告しなければならない。 
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（特定公契約の解除） 

第十四条 区は、次のいずれかに該当する場合は、当該特定公契約を解除することがで

きる。 

一 特定受注者又は特定受注関係者が第十二条第一項の規定による報告若しくは資料

の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の資料提出をし、又は立入調査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述せず、若しくは虚偽の陳

述をした場合 

二 特定受注者が前条第一項の規定による求めに従わなかった場合 

三 特定受注者が前条第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした場合 

（公表） 

第十五条 区長は、前条各号のいずれかに該当することにより特定公契約の解除をした

場合又は特定公契約の契約期間の終了後に特定受注者若しくは特定受注関係者につい

て同条各号のいずれかに該当していたことが判明した場合は、その旨を公表すること

ができる。 

（港区労働報酬等審議会） 

第十六条 区長の付属機関として、港区労働報酬等審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、労働報酬下限額その他区長が必要と認める事項につ

いて、区長に意見を述べるものとする。 

３ 審議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員七人以内をもって組織す

る。 

一 学識経験を有する者 三人以内 

二 労働者団体関係者 二人以内 

三 事業者団体関係者 二人以内 

４ 委員の任期は、二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、区規則で

定める。 

（委任） 

第十七条 この条例の施行に関し必要な事項は、区規則で定める。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和九年四月一日から施行する。ただし、第七条第二項、第八条及び

第十六条の規定は、令和八年四月一日から施行する。 

２ 第七条、第九条から第十五条まで及び別表の規定は、この条例の施行の日以後に締

結する請負契約及び業務委託契約並びに同日以後の日を地方自治法第二百四十四条の

二第五項に規定する期間の始期とする指定管理者の指定に係る指定管理協定について

適用する。 

（経過措置） 

３ 令和八年四月一日から令和十年三月三十一日までの間に第十六条第三項の規定によ

り委嘱される審議会の委員の任期は、同条第四項本文の規定にかかわらず、同日まで
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とする。 

別表（第九条関係） 

一 特定公契約に係

る労働関係法令の

遵守 

特定受注者は、第二条第六号イ又はロに掲げる者に係る労働条

件について、関係法令の規定を遵守しなければならないこと。

二 特定公契約に係

る契約条件 

特定受注者は、第二条第六号ハに掲げる者に業務の一部を請け

負わせ、又は委託するときは、その条件を一の項の関係法令の

趣旨を尊重したものとしなければならないこと。 

三 労働報酬に係る

特定受注者の連帯

責任 

特定受注者は、特定受注関係者が特定労働者等に対して労働報

酬を支払わないとき又は支払った労働報酬の額が労働報酬下

限額を下回るときは、当該特定労働者等に対し、当該特定受注

関係者と連帯して、当該労働報酬に相当する額又はその差額に

相当する額を支払わなければならないこと。 

四 労働条件等の区

への報告 

特定受注者は、区規則で定めるところにより、特定労働者等に

係る労働条件に関する事項を区長に報告しなければならない

こと。 

五 特定労働者等へ

の周知 

特定受注者は、労働報酬下限額その他の区規則で定める事項を

作業所等の特定労働者等の見やすい場所に掲示し、又は特定労

働者等に対し、当該事項を記載した書面を交付しなければなら

ないこと。 

六 特定労働者等の

申出 

特定労働者等は、第十条第一項の規定により、労働報酬が支払

われるべき日において、支払われるべき当該労働報酬が支払わ

れていない場合又は支払われた当該労働報酬の額が労働報酬

下限額を下回る場合は、区長又は特定受注者若しくは特定受注

関係者にその事実を申し出ることができること。 

七 特定労働者等か

ら申出があった場

合の報告 

特定受注者は、第十条第一項の規定による申出及び同条第三項

前段の規定による報告があった場合は、その旨を速やかに区長

に報告するとともに、特定受注関係者に同項前段に基づく報告

義務を遵守させること。 

八 不利益取扱いの

禁止 

特定受注者は、第十条第一項の規定による申出があった場合

は、誠実に対応するとともに、当該特定労働者等が当該申出を

したことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な

取扱いをしてはならないこと。 

九 報告及び立入調

査への対応 

特定受注者は、第十二条第一項の規定による報告及び資料の提

出の求め並びに立入調査に応じなければならないこと。 

十 是正措置 特定受注者は、第十三条第一項の規定による区長の是正措置の

求めがあったときは、速やかに当該違反の是正その他の必要と

認める措置を講ずるとともに、区長が指定する期日までに当該

措置の内容を区長に報告しなければならないこと。 

十一 特定公契約の

解除等 

区は、第十四条各号のいずれかに該当する場合は、当該特定公

契約を解除することができ、当該解除により特定受注者又は特

定受注関係者に生じた損害を賠償する責任を負わないこと。 

十二 損害賠償 特定受注者は、第十四条各号のいずれかに該当することにより
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特定公契約を解除した場合において、これにより区に損害が生

じたときは、その損害を賠償しなければならないこと。 

十三 特定公契約の

解除に係る違約金 

区は、第十四条各号のいずれかに該当することにより特定公契

約を解除した場合は、特定受注者に対し違約金の支払を求める

ことができること。 

十四 公表 区は、第十四条各号のいずれかに該当することにより特定公契

約を解除した場合又は特定公契約の契約期間終了後に特定受

注者若しくは特定受注関係者について同条各号のいずれかに

該当していたことが判明した場合は、その旨を公表することが

できること。 

十五 特定受注関係

者と締結する契約 

特定受注者は、特定受注者が特定受注関係者と契約を締結する

ときは、当該特定受注者が遵守すべき約定事項について、特定

受注関係者が当該特定受注者に準じて当該約定事項を遵守す

ることとなるよう、当該契約を締結する特定受注関係者との間

で約定しなければならないこと。 

十六 継続雇用 特定受注者は、継続性のある業務に関する特定公契約を締結す

るときは、当該業務に従事する者の雇用の安定並びに当該業務

の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該特定公契約の締結

前から当該業務に従事していた者のうち希望するものを雇用

するよう努めること。 
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２ 港区公契約条例施行規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、港区公契約条例（令和八年港区条例第五号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（適用範囲） 

第三条 条例第二条第三号ロの区規則で定めるものは、次に掲げる契約とする。 

一 建物清掃業務に関する契約 

二 用務業務に関する契約 

三 庁舎等の設備運転管理業務に関する契約 

四 自動車運行管理業務に関する契約 

五 警備、受付及び施設運営業務に関する契約 

六 高齢者支援に係る業務に関する契約 

七 障害福祉サービスに係る業務に関する契約 

八 学童クラブ、保育施設等の運営に係る業務に関する契約 

九 給食調理業務に関する契約 

十 情報システムの開発、改修、保守・運用支援等に係る業務に関する契約 

十一 調査委託、不動産鑑定等に係る業務に関する契約 

十二 建物設計、道路設計及び工事管理に係る業務に関する契約 

十三 検査業務に関する契約 

十四 映像、音声又は文字情報制作に係る業務に関する契約 

十五 道路貨物運送に係る業務に関する契約 

十六 道路、公園等の管理業務に関する契約 

十七 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める契約 

（特定公契約に該当することの周知） 

第四条 区長は、締結しようとする契約が特定公契約に該当するときは、入札の公告、

入札者の指名等の際に、当該契約が特定公契約であることを適切に周知するものとす

る。 

（労働報酬の換算方法） 

第五条 条例第七条第二項の規定により区規則で定める換算方法については、最低賃金

法施行規則（昭和三十四年労働省令第十六号）第二条の規定を準用する。 

（身分証明書） 

第六条 条例第十二条第二項の身分を示す証明書は、身分証明書（第一号様式）とする。 

（公表） 

第七条 条例第十五条の規定による公表は、港区役所前掲示場及び総合支所前掲示場へ

の掲示並びに港区ホームページへの掲載により行うものとする。 

２ 条例第十五条の規定により公表する事項は、次に掲げる事項とする。 

一 特定公契約の件名及び締結の日（指定管理協定にあっては、当該指定管理協定に

係る公の施設の名称及び指定管理者の指定の日） 

二 特定受注者又は特定受注関係者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、

その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

三 特定公契約を解除した場合にあっては、解除をした日及び解除の理由 
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四 特定公契約の契約期間の終了後に特定受注者又は特定受注関係者が条例第十四条

各号のいずれかに該当していたことが判明した場合にあっては、その内容 

五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

（審議会） 

第八条 条例第十六条第一項に規定する港区労働報酬等審議会（以下「審議会」という。）

に会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

第九条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席し、かつ、条例第十六条第三項各号に掲げる者がそ

れぞれ一人以上出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、審議会への出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。 

５ 審議会の会議は、公開とする。ただし、審議会の議決があったときは、非公開とす

ることができる。 

６ 審議会の庶務は、総務部契約管財課において処理する。 

（労働条件等の報告） 

第十条 条例別表四の項の規定による報告をしなければならない契約は、特定公契約の

うち予定価格が千万円を超えるものとする。 

２ 条例別表四の項の規定により報告する事項は、次に掲げるものとし、特定受注者は、

当該報告事項について、区長が指定する日までに区長に報告するものとする。 

一 労働報酬下限額の遵守の状況 

二 特定労働者等に対する労働報酬下限額の周知の状況 

三 特定労働者等の労働環境確保策の実施に関する状況 

四 労働関係法令及び約定事項の遵守の状況 

五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

３ 特定受注者は、前項の規定により報告した事項に変更があったときは、速やかに区

長に報告しなければならない。 

（特定労働者等への周知） 

第十一条 条例別表五の項に規定する区規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 労働報酬下限額 

二 労働報酬下限額の適用対象となる労働者等の範囲 

三 条例別表三の項に規定する労働報酬に係る特定受注者の連帯責任に関する事項 

四 特定労働者等が条例第十条の規定による申出をしたことを理由として、不利益な

取扱いを受けないこと。 

（委任） 

第十二条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、区長が

別に定める。 

付 則 

この条例は、令和九年四月一日から施行する。ただし、第五条、第八条及び第九条の

規定は、令和八年四月一日から施行する。 
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第１号様式（第６条関係） 
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３ 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）（抜粋） 

 

（定義） 

第九条 この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所（以下「事

業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。 

 

第十一条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、

労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。 

 

（時間外、休日及び深夜の割増賃金） 

第三十七条 使用者が、第三十三条又は前条第一項の規定により労働時間を延長し、又

は休日に労働させた場合においては、その時間又はその日の労働については、通常の

労働時間又は労働日の賃金の計算額の二割五分以上五割以下の範囲内でそれぞれ政令

で定める率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。ただし、当該延

長して労働させた時間が一箇月について六十時間を超えた場合においては、その超え

た時間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の五割以上の率で計算した

割増賃金を支払わなければならない。 

② 前項の政令は、労働者の福祉、時間外又は休日の労働の動向その他の事情を考慮し

て定めるものとする。 

③ 使用者が、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労

働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する

者との書面による協定により、第一項ただし書の規定により割増賃金を支払うべき労

働者に対して、当該割増賃金の支払に代えて、通常の労働時間の賃金が支払われる休

暇（第三十九条の規定による有給休暇を除く。）を厚生労働省令で定めるところにより

与えることを定めた場合において、当該労働者が当該休暇を取得したときは、当該労

働者の同項ただし書に規定する時間を超えた時間の労働のうち当該取得した休暇に対

応するものとして厚生労働省令で定める時間の労働については、同項ただし書の規定

による割増賃金を支払うことを要しない。 

④ 使用者が、午後十時から午前五時まで（厚生労働大臣が必要であると認める場合に

おいては、その定める地域又は期間については午後十一時から午前六時まで）の間に

おいて労働させた場合においては、その時間の労働については、通常の労働時間の賃

金の計算額の二割五分以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。 

⑤ 第一項及び前項の割増賃金の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当その他厚生

労働省令で定める賃金は算入しない。 
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４ 労働基準法施行規則（昭和二十二年八月三十日号外厚生省令第二十三号）（抜粋） 

 

第二十条 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定によつて延長した労働時間が午

後十時から午前五時(厚生労働大臣が必要であると認める場合は、その定める地域又は

期間については午後十一時から午前六時)までの間に及ぶ場合においては、使用者はそ

の時間の労働については、第十九条第一項各号の金額にその労働時間数を乗じた金額

の五割以上(その時間の労働のうち、一箇月について六十時間を超える労働時間の延長

に係るものについては、七割五分以上)の率で計算した割増賃金を支払わなければなら

ない。 

② 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定による休日の労働時間が午後十時から

午前五時(厚生労働大臣が必要であると認める場合は、その定める地域又は期間につい

ては午後十一時から午前六時)までの間に及ぶ場合においては、使用者はその時間の労

働については、前条第一項各号の金額にその労働時間数を乗じた金額の六割以上の率

で計算した割増賃金を支払わなければならない。 

第二十一条 法第三十七条第五項の規定によつて、家族手当及び通勤手当のほか、次に

掲げる賃金は、同条第一項及び第四項の割増賃金の基礎となる賃金には算入しない。 

一 別居手当 

二 子女教育手当 

三 住宅手当 

四 臨時に支払われた賃金 

五 一箇月を超える期間ごとに支払われる賃金 

 

５ 労働基準法第３７条第１項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定め

る政令（平成六年政令第五号） 

 

内閣は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第三十七条第一項の規定に基づ

き、この政令を制定する。 

労働基準法第三十七条第一項の政令で定める率は、同法第三十三条又は第三十六条第

一項の規定により延長した労働時間の労働については二割五分とし、これらの規定によ

り労働させた休日の労働については三割五分とする。 

附 則 

この政令は、平成六年四月一日から施行する。 

  附 則（平成一一年一月二九日政令第一六号） 

この政令は、平成十一年四月一日から施行する。 

  附 則（平成一二年六月七日政令第三〇九号） 

（施行期日） 

１ この政令は内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日

（平成十三年一月六日）から施行する。 
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６ 最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）（抜粋） 

(最低賃金の減額の特例) 

第七条 使用者が厚生労働省令で定めるところにより都道府県労働局長の許可を受けた

ときは、次に掲げる労働者については、当該最低賃金において定める最低賃金額から

当該最低賃金額に労働能力その他の事情を考慮して厚生労働省令で定める率を乗じて

得た額を減額した額により第四条の規定を適用する。 

一 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者 

二 試の使用期間中の者 

三 職業能力開発促進法(昭和四十四年法律第六十四号)第二十四条第一項の認定を受け

て行われる職業訓練のうち職業に必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得さ

せることを内容とするものを受ける者であつて厚生労働省令で定めるもの 

四 軽易な業務に従事する者その他の厚生労働省令で定める者 

 

７ 最低賃金法施行規則（昭和三十四年七月十日労働省令第十六号）（抜粋） 

（法第四条の規定の適用についての換算） 

第二条 賃金が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によつて定められている

場合は、当該賃金が支払われる労働者については、次の各号に定めるところにより、

当該賃金を時間についての金額に換算して、法第四条の規定を適用するものとする。 

一 日によつて定められた賃金については、その金額を一日の所定労働時間数（日によ

つて所定労働時間数が異なる場合には、一週間における一日平均所定労働時間数）で

除した金額 

二 週によつて定められた賃金については、その金額を週における所定労働時間数（週

によつて所定労働時間数が異なる場合には、四週間における一週平均所定労働時間数）

で除した金額 

三 月によつて定められた賃金については、その金額を月における所定労働時間数（月

によつて所定労働時間数が異なる場合には、一年間における一月平均所定労働時間数）

で除した金額 

四 時間、日、週又は月以外の一定の期間によつて定められた賃金については、前三号

に準じて算定した金額 

五 出来高払制その他の請負制によつて定められた賃金については、当該賃金算定期間

（賃金締切日がある場合には、賃金締切期間。以下この号において同じ。）において出

来高払制その他の請負制によつて計算された賃金の総額を、当該賃金算定期間におい

て出来高払制その他の請負制によつて労働した総労働時間数で除した金額 

２ 前項の場合において、休日手当その他同項各号の賃金以外の賃金（時間によつて定

められた賃金を除く。）は、月によつて定められた賃金とみなす。 

（最低賃金の減額の特例） 

第三条 法第七条第三号の厚生労働省令で定める者は、職業能力開発促進法施行規則（昭

和四十四年労働省令第二十四号）第九条に定める普通課程若しくは短期課程（職業に

必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるためのものに限る。）の普通職

業訓練又は同条に定める専門課程の高度職業訓練を受ける者であつて、職業を転換す
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るために当該職業訓練を受けるもの以外のものとする。 

２ 法第七条第四号の厚生労働省令で定める者は、軽易な業務に従事する者及び断続的

労働に従事する者とする。ただし、軽易な業務に従事する者についての同条の許可は、

当該労働者の従事する業務が当該最低賃金の適用を受ける他の労働者の従事する業務

と比較して特に軽易な場合に限り、行うことができるものとする。 

第四条 法第七条の許可を受けようとする使用者は、許可申請書を当該事業場の所在地

を管轄する労働基準監督署長を経由して都道府県労働局長に提出しなければならない。 

２ 前項の許可申請書は、法第七条第一号の労働者については様式第一号、同条第二号

の労働者については様式第二号、同条第三号の労働者については様式第三号、前条第

二項の軽易な業務に従事する者については様式第四号、同項の断続的労働に従事する

者については様式第五号によるものとする。 

（最低賃金の減額の率） 

第五条 法第七条の厚生労働省令で定める率は、次の表の上欄に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ同表の下欄に定める率以下の率であつて、当該者の職務の内容、職務の成果、

労働能力、経験等を勘案して定めるものとする。 

法第七条第一号に

掲げる者 

当該掲げる者と同一又は類似の業務に従事する労働者であつ

て、減額しようとする最低賃金額と同程度以上の額の賃金が

支払われているもののうち、最低位の能力を有するものの労

働能率の程度に対する当該掲げる者の労働能率の程度に応じ

た率を百分の百から控除して得た率 

法第七条第二号に

掲げる者 
百分の二十 

法第七条第三号に

掲げる者 

当該者の所定労働時間のうち、職業能力開発促進法（昭和四

十四年法律第六十四号）第二十四条第一項の認定を受けて行

われる職業訓練の時間（使用者が一定の利益を受けることと

なる業務の遂行の過程内において行う職業訓練の時間を除

く。）の一日当たりの平均時間数を当該者の一日当たりの所定

労働時間数で除して得た率 

第三条第二項の軽

易な業務に従事す

る者 

当該軽易な業務に従事する者と異なる業務に従事する労働者

であつて、減額しようとする最低賃金額と同程度以上の額の

賃金が支払われているもののうち、業務の負担の程度が最も

軽易なものの当該負担の程度に対する当該軽易な業務に従事

する者の業務の負担の程度に応じた率を百分の百から控除し

て得た率 

第三条第二項の断

続的労働に従事す

る者 

当該者の一日当たりの所定労働時間数から一日当たりの実作

業時間数を控除して得た時間数に百分の四十を乗じて得た時

間数を当該所定労働時間数で除して得た率 
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■ 港区公契約条例に関する問合せ先 

①契約に関すること 

港区総務部契約管財課契約係 

電話番号 ：03（3578）2140～2143、2134、2137、2298 

ファクシミリ番号：03（3578）2149 

②指定管理協定に関すること 

  

  

  

http://www.city.minato.tokyo.jp/index.html 

http://www.city.minato.tokyo.jp/index.html
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労働環境チェックシートにおける記載内容について 

 特定受注者は、受注した予定価格１０００万円以上の特定公契約において、区長

が指定する日までに下記の事項を区長に報告するものとしている。 

（１）労働報酬下限額の遵守の状況 

（２）特定労働者等に対する労働報酬下限額の周知の状況 

（３）特定労働者等の労働環境確保策の実施に関する状況 

（４）労働関係法令及び約定事項の遵守の状況 

（５）前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

 

根拠法令：港区公契約条例 別表の４（第９条関係） 

港区公契約条例施行規則 第１０条 

１ 運用方法 

  条例制定に伴う提出対象範囲の拡大等を見据え、区及び受注者双方の利便性向

上や、提出状況の一元管理による運用効率化を図るため、従来の紙媒体による提

出から LoGo フォームを活用した電子的な提出方法への移行を検討している。 

 紙 LoGo フォーム 

導入 ○ 従来運用のため、導入不可はない △ データの作成・運用方法の調整が必要 

運用面 

○ 契約書と合わせて授受、提出可能 

（※電子契約の場合は郵送が必要） 

△ 郵送・来庁の手間がかかる。 

○ 郵送・来庁が不要。遠隔から提出可能。 

（※契約書と提出方法が異なるため、 

当初は周知が必要） 

管理面 △ 件数増で、管理が複雑化 ○ LoGo フォーム上での一括管理が可能。 

 

２ 現状の記載内容 

  次ページのとおり 

 

３ 検討している追加項目 

 （１）賃金について 

当該契約に従事する特定労働者に対し、労働報酬下限額以上の金額を遅 

滞なく支払いを行っているか。 

 （２）従事する特定労働者の人数 

    案件ごとに特定労働者が何名従事しているかを把握するため、当該契約 

に従事する特定労働者の人数を記載。 

 （３）労働報酬下限額の追記 

    現在、労働環境を確認する「労働環境チェックシート」のほか、労働者 

へ支払う最低賃金額を確認する「賃金状況給付シート」の提出を求めている

が、Logo フォームへの運用変更を踏まえ、職種ごとに定めた労働報酬下限額

の入力項目を追記し、一本化を図る。 
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第１号様式（第６条関係）                                           年  月  日 

労働環境チェックシート 
 

契約番号：                      

契約件名：                      

受注者名：                      

 

代表者氏名：                  印 

担当者名：                       

連絡先電話番号：                 

 
【労働基準法に関する事項】 

チェック項目 根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況 

就業規則 

法 89条 1 
就業規則の内容が最新の状態でかつ法令に準じて適正に作

成されている 
はい・いいえ  

則 49 条 

則第 52条の 2 
2 

事業所ごとに所轄労基準監督署(港区の場合は三田労働基

準監督署）に届出をし、かつ、周知をしている 
はい・いいえ  

労働条件の 

明示 

法 15条 

則 5条 
3 

労働契約の締結に際し、労働者に労働条件を書面で明示し

ている（就業規則の提示、労働条件通知書等） 
はい・いいえ  

労働時間 法 32条 

4 所定労働時間は、適正に定められている はい・いいえ  

5 

労働時間及び時間外労働勤務について客観的な記録をもと

に管理している 

はい・いいえ 

 

タイムカード等の記録方法をご記載ください 

(                                                 

）                    

 

6 
時間外労働時間数の算出は適正である（一日ごとに端数の

切捨等を行っていない） 
はい・いいえ  

休憩 法 34 条 7 休憩は適正に付与している はい・いいえ  

休日 法 35 条 8 休日は適正に付与している はい・いいえ  

年次有給 

休暇 
法 39 条 9 

年次有給休暇は、法定どおり継続勤務に応じた日数を付与

し（上回る場合も含む）、原則として請求された時季に与

えている 

はい・いいえ  

時間外・ 

休日労働 
法 36条 

1 

時間外・休日労働に関する協定届（３６協定）は、事業場

ごとに締結され、所轄労働基準監督署（港区の場合は三田

労働基準監督署）に適正に届けられている 

はい・いいえ  

11 
３６協定の範囲内で時間外・休日労働をさせており、その

時間を超えた時間外労働はさせていない 
はい・いいえ  

割増賃金 

法３７条 12 割増賃金の計算の基礎となる単価は適正である はい・いいえ  

則 19 条 

～21 条 
13 

法定労働時間を超えた時間外労働、休日労働、深夜労働に

ついて、適正に割増賃金を支払っている 
はい・いいえ  

【労働安全衛生法に関する事項】 

チェック項目 根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況 

安全衛生 

管理体制 

安衛法 

第 3章 
14 

事業場の業種と規模(常時使用する労働者数)に応じた安全

衛生管理体制を整備している (衛生推進者・産業医等) 

はい・いい

え 
 

健康診断 則 44条 15 毎年定期的に健康診断を実施している 
はい・いい

え 
 

 

 

 

 



【労働者災害補償保険・雇用保険法に関する事項】 

チェック項

目 
根拠条文 確認事項 回答 

いいえと回答し

た場合はその状

況 

適用事業所   16 設置届又は非該当申請を提出している 
はい・いい

え 
 

保険加入 

要件 

雇保法 

4 条、6条 
17 

要件を満たす者は全員、雇用保険の被保険者資格を取得さ

せている 

はい・いい

え 
 

 

【健康保険・厚生年金保険法に関する事項】 

チェック項

目 
根拠条文 確認事項 回答 

いいえと回答し

た場合はその状

況 

適用事業所   18 社会保険の適用事業所である場合、適用を受けている 
はい・いい

え 
 

保険加入 

要件 

健保法 

3条、35条 

厚年法 

9条、12条 

19 
要件を満たす者は全員、健康・厚生年金保険の被保険者資

格を取得させている 

はい・いい

え 
 

保険料   20 
算定基礎届、月額変更届、賞与支払届は適正に届出が行わ

れている 

はい・いい

え 
 

 

【ワークライフバランスに関する事項】 

チェック項

目 
根拠条文 確認事項 回答 

いいえと回答し

た場合はその状

況 

ワークライ

フ 

バランス 

 

21 
年次有給休暇の取得を促進させる措置を講じている（計画

的付与制度の活用、年間の取得計画の作成等） 

はい・いい

え 
 

22 
育児・介護休業等を利用しやすい環境を整備している（広

報誌等を活用した諸制度の周知等） 

はい・いい

え 
 

 

【その他】 

「労働者向けのちらし」を労働現場に掲示した上で、下欄に写真を貼付してください。 

「労働者向けのちらし」の掲示状況を示す写真貼付欄（掲示が難しく、貼付が困難な場合はその旨を記載してください。） 
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2026（令和8）年8月28日 

 

港区労働報酬等審議会 

会長 脇 奈穂子 様 

港区公契約審議会 

委 員 沼口 剛 

 

港区公契約条例 令和9（2027）年度労働報酬下限額に関する意見 

 

はじめに 

建設業は、インフラの整備・維持や地域経済・雇用を支えるとともに、災害時には地域の安

全・安心を守る重要な役割を担っています。近年、建設業における担い手不足が深刻化していま

す。建設業就業者数は 1997 年の 685万人をピークに減少し続け、2024 年には 477 万人と約 3割減

少しました。また、55歳以上が 36.7％と全産業平均の 32.4％を上回る一方、29 歳以下は 11.7％

にとどまり、高齢化と若年入職者の減少が深刻化しています。60歳以上の技能者も 25.7％を占

め、今後 10 年間で大量退職が見込まれています。 

さらに、2023 年度の年間労働時間は 2,018 時間と長く、週休 2 日以上を確保できる現場も少な

い状況です。年間平均賃金も 432万円で、全産業の 508万円を大きく下回っています。こうした

労働環境を改善していかなければ、担い手の確保・後継者の育成・技術継承が進まず、地域のイ

ンフラを支える建設業の維持が困難になることが懸念されています。 

こうした状況を鑑みて、建設従事者の処遇改善を柱とする制度改正が行われ、建設業者・発注者双

方に新たな応が求められています。令和6年6月に公布された「第三次・担い手3法」（建設業法、公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律〔入契法〕、公共工事の品質確保の促進に関

する法律〔品確法〕の一体的改正）は、令和6年9月1日（建設業者の処遇確保努力義務化、国によ

る取組状況の調査・公表権限、中央建設業審議会による「労務費に関する基準」の作成・勧告権

限の創設）、同年12月13日（価格転嫁協議の円滑化、ICT活用による現場管理の効率化等）、令和

7年12月12日（著しく低い労務費等による見積り・契約の禁止、原価割れ契約の禁止、工期ダンピ

ング対策の強化等）の3段階を経て全面施行されました。 

今回の改正では、建設業者の処遇改善への取り組みを促すとともに、価格転嫁の円滑化、ICT活

用による現場管理の効率化、著しく低い労務費による見積り・契約や原価割れ契約の禁止、工期

ダンピング対策などが強化されました。特に、「労務費に関する基準」の策定や材工内訳明示の

義務化により、公共発注者、元請、下請の各段階で適正な労務費を確保する仕組みが大きく見直

されています。これは建設キャリアアップシステムの本格運用開始以来の大きな転換点といえま

す。こうした国の制度改正を踏まえ、港区公契約条例についても、適正な労務費の確保や価格転

嫁などとの整合性を図ることが求められています。 

・不当に低い請負代金による契約締結の禁止 

・通常必要と認められる材料費等を著しく下回る見積り・変更依頼の禁止 

・入札金額の内訳書に記載すべき事項の明確化（材工内訳明示） 

・「労務費に関する基準」とその運用方針（実務上のガイドライン） 

・CCUSレベル別年収 



令和8年度審議会への意見 

令和8年度審議会においては、下記の4点について検討を求めます。 

 

（１）2027年度（令和9年度）の工事等の賃金下限額について 

 これまでの「港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関す

る要綱」（以下「要綱」という。）に基づく最低賃金水準額は、公共工事設計労務単価の 92％と

した額としてきました。来年度の公契約条例においても、これまでの要綱に準じて 92％を維持す

ることを求めます。 

 

（２）第三次・担い手3法の全面施行をうけ未熟練工の勘案基準について 

令和9年度の未熟練工の労働報酬下限額は、職種横断的に公共工事設計労務単価「普通作業員」

の70％以上となる、時給2,363円（日額18,900円・年収442万円）以上を求めます。 

なお、この間の勘案基準として、軽作業員の公共工事設計労務単価の70％・75％・80％を熟練

工以外・未熟練の下限額としている自治体が複数存在しますが、CCUSレベル別年収・レベル1標準

値との関係では低い水準となり、労務費ダンピングに抵触する可能性があります（CCUSレベル別年

収・関東ブロック（令和８年４月改定）の全職種平均レベル１・標準値17,863円（418万円÷234日）を26.7％下回る水

準）。「労務費に関する基準」が求める「支払段階において適正な労務費・賃金を確保するための

取組」との整合性に課題があると考えます。このため、令和9年度における未熟練工の勘案基準に

ついては「普通作業員」を採用することを求めます。 

なお、「普通作業員」を適用する理由としては、公共工事設計労務単価の積算資料では、「各

職種の補助的業務を主として実施した場合は、作業内容に応じて普通作業員、軽作業員又はトン

ネル作業員に分類する」とされており、補助的業務であっても一律に、軽作業員へ分類する取扱

いとはされていません。 

加えて、軽作業員は清掃・片付け等の軽易な雑作業を中心とする職種であり、未熟練工が従事

する建設作業の補助業務全般を評価する勘案基準としては十分とはいえません。職種横断的な未

熟練工の基準としては、「普通作業員」の方が実態に即しているものと考えます。 

 

（３）条例運用の周知にむけて 

①受注事業者にむけて 

 受注者にむけては、適時説明会を開催し周知していくことを求めます。また、公契約条例の遵

守を最終下請事業者まで徹底するため、受注者（元請）の責務として、条例の適用対象となる現

場であることを下請事業者に周知・確認するとともに、確認書等を取り交わす仕組みを検討して

いただきたい。 

①労働者にむけて 

 労働者が従事している現場が条例適用現場あることを理解・認識できるように現場に貼り出す

ポスターの作成。また、労働者に直接手渡し出来るQRコード付きカード等で労働者がQRコードを

介して区のホームページにアクセスし、労働者一人ひとりが条例現場に従事していることを理

解・確認出来る仕組みを検討していただきたい。 

 

 



（４）労働法の遵守および適正な労働条件・労働環境の確保 

港区の発注工事における全事業者において、労働法が遵守される必要があり、適正な労働条件

と労働環境が確保されることが求められています。今後の条例適用工事においても既に「要綱」

として実施している労働環境確認書や労働報酬下限額の支払い状況報告（チェックシート）等の

なかで、それらの遵守・履行状況の報告をうけ、社会保険労務士会に委託して労働条件審査を実

施している場合、一部の公契約条例適用事業について、事業者の事務負担が過度にならない程度

に、サンプル調査を実施することを検討していただきたい。 

 

以上 
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2026 年 8 月 28 日 

港区労働報酬等審議会 

会 長  脇 奈穂子 様 

港区労働報酬等審議会 

委 員  柴 田  光 

 

港区公契約条例に関する意見 

 

港区区公契約条例に関し、以下のとおり意見を申し上げます。 

 

記 

 
１ 業務委託契約および指定管理協定の 2027（令和 9）年度労働報酬下限額について 

港区の工事・サービスの人材確保、良好な品質の確保、区民福祉の増進、地域経済の活性化 
のため、それらに効果的な職種別労働報酬下限額の設定が必要です。 

具体的には、港区公契約条例施行規則第３条で定める契約の種類に応じ、労働環境確保策

の要綱で定める最低賃金額の各職種に加え、少なくとも（表１）の職種の労働報酬下限額を

新設することを提案します。 

 
（表１）港区公契約条例の業務委託契約・指定管理協定で新設すべき職種別労働報酬下限額案 

新設する職種 
2027（令和９）年度 

労働報酬下限額案 
勘案内容 

施設管理 1,610円 連合加盟組織の UA ゼンセンが調査した都

内企業の 2025 年度賃金の各職種の代表的

な労働者区分の一時金を含む時間給を基

に、人材確保・安全品質確保のため望まし

い金額を算出 

設備（保全）管理 2,700 円～2,881円 

清掃 1,610円 

医療事務 1,610円 

介護（入所施設） 2,326円 

警備員 1,747円 

千代田区公契約条例の 2026 年度下限額

（建築保全業務労務単価を勘案）1,667 円 

×1.048 ※１ 

その他の職種 ※２ 1,645円 

港区労働環境確保策の指定管理協定「その

他の職種」の 2026 年度下限額 1,570 円 

×1.048 ※１ 

 

※１ 2026年度賃上げ率を、連合東京 2026 春闘賃上げ結果と東京都調査結果を根拠に、4.9％

とする。その上で、 2027年度賃上げ予測率は、2026 年度賃上げ結果に、日銀が予測す

る 2026 年度から 2027年度の物価変動を踏まえ、4.8%とする。 

 

 ［連合東京 2026 春闘賃上げ結果、東京都調査結果］  

連合東京 2026 春闘結果（2026 年 6 月 30 日現在） 4.97％（加重平均）   

東京都調査結果（2026 年 6 月 25 日現在） 4.82％（加重平均） 
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［物価変動］ 

   日本銀行は「経済・物価情勢の展望（2026 年７月 31 日）」において、消費者物価（除く生

鮮食品）変動の前年比について、2026 年度は 2.5％、2027 年度は 2.4％（いずれも政策委員

見通しの中央値）と予測。 

 

※２ 業務委託契約に新設し、業務委託契約と指定管理協定の「その他の職種」を同額とする。 

 

 

併せて、労働環境確保策の要綱で最低賃金額が既に定められている「給食調理」につい

て、2027（令和９）年度労働報酬下限額は、（表２）の金額とすること提案します。 
 

（表２）港区公契約条例の業務委託契約・指定管理協定の「給食調理」の労働報酬下限額案 

職種 
2027（令和９）年度 

労働報酬下限額案 
勘案内容 

給食調理 1,689 円～1,980 円 

連合加盟組織の UA ゼンセンが調査した都内企業の

「給食調理」一般社員の 2025年度時間給 1,536 円 

に、2026 年度賃上げ率 4.9％と 2027 年度賃上げ予測

率 4.8％（ともに※１）を勘案した金額（低い方の金

額）と、人材確保・安全品質確保のため望ましい金額

（高い方の金額）を算出 

 
 
２ 労働者に対する条例・労働報酬下限額・申出権等の周知徹底  

事業者から労働者等に対する労働報酬下限額の確実な支払いのため、労働報酬下限額の未払

い・支払い不足が生じた場合に、すべての適用労働者等が安心して港区に申出できる状態を維

持することが重要です。 

労働者が、条例、労働報酬下限額、申出先、申出手順、不利益取り扱い禁止について簡単に

知ることができるよう、区で現在検討されているとおり、労働者向けサイトを設置し、同サイ

トにアクセスする QR コードを記載した名刺サイズカードが全労働者へ配付することを求めま

す（足立区、台東区、文京区、杉並区等で実施例あり）。 

 

 

３ 労働法の遵守および適正な労働条件・労働環境の確保   

港区公契約条例適用事業の受注者と受注関係者が、労働関係法令を遵守し、適正な労働条

件と労働環境を確保するよう、公契約にそれらを定めるとともに、既に実施している労働環

境確認書や労働報酬下限額の支払い状況報告（チェックシート）等により、それらの遵守・

履行状況について報告をうけることを提案します。 

また、社会保険労務士会に委託して労働条件審査を実施している場合、公契約条例適用事

業の一部事業者を対象に、当該事業者の事務負担が過度にならない程度に調査を実施するこ

とを提案します。 

以 上 


